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【報告・紹介】
サービサイズの制度的課題を検討
――国際シンポジウム「サービサイズ－ごみを出さずにサービスを売る
経済に転換できるか」報告
千葉大学大学院 社会科学研究科　修士課程　
飯島　淳
　「サービサイズ」とは、より少ない資源エネルギーの消費で豊かな人間生活
を支えていくため、モノを売り渡す現在のビジネススタイルから、所有権を移
転させずにサービスを売るビジネススタイルヘ転換していくことを指す。モノ
の所有権を消費者に移転させずにモノから得られるサービスのみを消費者に提
供するビジネススタイルが一般化すれば、モノの長寿命設計と循環利用が本格
化するであろう。しかし、サービサイズを実現するためには、様々な点で現在
の社会制度（税制、会計制度、所有権制度など）や商慣行を、サービサイズに
適合する形で変えていく必要がある。
　2006年 10月 14日に開催された国際シンポジウム「サービサイズ－ごみを
出さずにサービスを売る経済に転換できるか－」（千葉大学大学院人文社会科
学研究科公共研究センター主催）では「Product Service System（サービサイ
ズの別称、以下 PSSと略す）」に関する国際的な第一人者であるルンド大学の
オクサナ・モント氏とアンドリウス・プレピュス氏をお招きし、各分野のコメ
ンテータの方々と共に「サービサイズ」の現状について議論が交わされた。以
下は、その報告である。
１．概要
第１部　基調講演１：倉阪秀史氏
　第１部では、はじめに千葉大学助教授で「サービサイズ研究会」主宰の倉阪
秀史氏が「サービサイズ研究会中間報告書」を用いて、サービサイズの概要と
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共にその現状を説明した。報告では、まずサービサイズを定義し、サービサイ
ズの実例と障壁そしてサービサイズへの政策パッケージについての考えが述べ
られた。
　サービサイズの定義については冒頭にて前述した通り、伝統的なビジネス
と新しいビジネスの違いを際立たせるために、所有権の移転を伴うか否かに焦
点を当てられている。実例については、蛍光灯などの製品を販売するのでは
なく明るさを保障するサービスを販売している松下電工株式会社の「あかり安
心サービス」をはじめ、害虫駆除サービス（化学薬品管理サービス）やコピー
サービス（文書管理サービス）、カーシェアリングなどが紹介された。障壁に
ついては次の４点が挙げられた。①概念自体に関する障壁としては、そもそも
サービサイズという概念自体の認知度が低く、まだ未成熟な部分が多々あるこ
と。②提供者（生産者）側の障壁としては、製品廃棄物の処理責任や費用など
提供者が負担しなければならないコストが多く（経済的障壁）、業界団体など
からの反抗（心理的障壁）、ノウハウの不足（技術的障壁）などが考えられる。
③顧客（消費者）側の障壁としては、サービス提供社による顧客の囲い込み競
争によって、むしろ顧客の自由度が奪われる懸念があること。④その他の障壁
として、流通業者からの反対、中古市場の縮小、労働者の業務内容の変更、省
庁間の権限争い、国際貿易や商取引との整合性に関する懸念があること（また、
これらの障壁については、第２部「討議セッション」の中心議題である旨が伝
えられた）。そして最後に、サービサイズへの政策パッケージとして考えられ
ることとして、①提供者（生産者）に対する経済的なインセンティブの必要性、
②新しい商慣行の導入、③国際的な整合性の促進などが挙げられ、サービサイ
ズにおける今後の課題が提示された。
基調講演２：オクサナ・モント氏
　続いて、ルンド大学国際産業環境経済研究所のオクサナ・モント氏が「PSS：
期待と障壁」と題して、スウェーデンにおけるサービサイズの期待と障壁につ
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いて報告した。最初に PSSの基本コンセプトとは、消費者が使用後の製品を
生産者に戻すことにより、生産者に対して廃棄物になりにくい（ならない）製
品を生産するようなインセンティブを与えることであると説明された。実際に
スウェーデンの企業においては、近年モノ（製品）に付加価値をつけることで
キャッシュフローを改善し、収益性と企業価値を高める動きが出てきており、
PSS（サービサイズ）はそのための方法のひとつとして既に実践されていると
述べられた。そして、モノの所有権がどこに発生するかで経済の中でのモノの
流れ方が変わってくることに着目すると、EPR（拡大生産者責任）を遵守し
つつ、しかも収益性の高いビジネスを構築していくとなると、PSSの積極的
な導入はスウェーデンの企業にとってはメリットになることが指摘された。具
体的な生産者側のメリットとしては、返却された製品状態を参考にして、環境
配慮に優れた製品の再設計について検討できること、サービス（機能）の販売
は、初期投資が少なくてすむことなどを挙げ、また消費者側のメリットとして
は、サービスは購入前に試用することができ、サービスの終わりまで保障を受
けられることなどを挙げられた。そして、PSSの導入は EPRの貫徹に寄与し、
右肩上がりのモノの生産と消費に歯止めをかけ、循環的なモノの流れへの移行
を促進すると指摘された。しかし、PSSが直接的な環境配慮につながるため
には、社会的インフラの整備、ビジネスとしての競争力、法制度的な枠組みな
どが必要であるため、スウェーデンにおいても未だ発展途上の概念であること
にも触れられ、PSSの今後の期待と課題を明示した。
基調講演３：アンドリウス・プレピュス氏
　第１部の最後は、ルンド大学国際産業環境経済研究所のアンドリウス・プレ
ピュス氏が、「ITセクターの PSS」と題して、IT産業における PSSの現状に
ついて報告した。プレピュス氏は冒頭で、大切なことはライフサイクル全体で
発生する環境負荷をどのように低減していくかであると述べ、ICチップの素
材であるシリコン・ウエハーの製造過程を例に、小型化、複雑化の傾向にある
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IT産業において幾何級数的に増加している「隠れたフロー」について説明さ
れた。また、消費者には常に必要な機能よりも少し高い機能を具えた製品を購
入するという心理が働いていることを指摘し、そのために消費者と生産者の両
者が追加的なコストとリスクを負っていることを示した。PSSはこのような
状況の解決策のひとつであり、インターネットの活用によって機能（サービス）
をアップデートすることができる ASP（Application Service Provider）を紹
介した。ASPでは、消費者が自分のコンピュータ（PC）からインターネット
を通じて ITのリソース（サービスプロバイダ）にアクセスすれば、そこから様々
な機能（サービス）をダウンロードすることができ、その費用は機能の質や使
用量に応じて課金される。プレピュス氏は、このような ASPの仕組みを「IT
のラジオ化」と呼称し、IT業界（B to B）においては、PSSはすでに実用化
されており、それに伴う環境負荷の削減についても、環境効率係数の位を変え
る程度の改善が達成されるだろうとの見解を示した。また、B to Cにおいても、
今日では多くの消費者が PCを所有しオンライン環境で生活しているため、今
後 PSSが普及していくための土壌はすでに整っているという。しかし、今日
ではまだ IT機能をアウトソースするという発想自体が難解であり、サービス
プロバイダに対する信頼や認知も希薄である。また、自分がフロンティア（最
初のひとり）にはなりたくないという消費者心理も相乗し、インターネットは
一般的にはまだ従来の方法でしか利用されていない。そのため、B to Cの今
後の普及に際しては、生産者側がサービスに対する娯楽構成要素を発案するな
ど、消費者心理を考慮したマーケティングに期待がかかっていると指摘した。
第２部　討議セッション１
　討議セッション１では、国立環境研究所循環型社会形成システム研究室主任
研究員で田崎智宏氏をコメンテータに迎え、サービサイズが環境保全に与える
影響について議論された。
　田崎氏は、PSS（サービサイズ）は広範な概念でありサービスの内容も多岐
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に渡るため、サービサイズによる環境影響の程度についてはケースバイケース
であると述べた。また、サービサイズによってむしろ環境負荷が増加してしま
うケースとしては、①直接的な増加、②リバウンド効果、③間接的な環境負荷
の発生、④システムの併存、という４つが考えられ、従来のシステムをサービ
サイズがうまく代替できず、結局どちらも併存して利用されてしまうことに
よって、むしろ環境負荷が増加してしまう懸念があることを指摘した。いずれ
にしても、環境影響の程度については、サービサイズがある程度普及してはじ
めて、その高低が把握できるのではないかとし、導入の時点で、環境負荷の増
減に対して議論することはあまり好ましくないとの見解を述べた。そして、そ
れに代わる出発点として、サービサイズの新しいビジネスモデルを生み出す
「場」を創出し、まずはサービサイズを普及させることを提案した。
　その後の討議では、所有権を移転させない販売（サービサイズ）によって、
環境負荷を削減することはできるのだろうかという倉阪氏からの質問に対して、
田崎氏はやはりケースバイケースであり、それぞれのサービスごとに環境負荷
が増加する懸念を押さえることが大切であると述べた。また、モント氏は消費
者ひとりひとりが機能性の高い製品を購入することはコストが高いため、企業
に対して消費者がシェアリングを選択するような製品を生産するようなインセ
ンティブを与えることができれば、両者にとってメリットがあるとコメントし
た。プレピュス氏は、PSSを既存のシステムの代替にしようとする場合、そ
の環境影響を導入時に比較することは難しく、また導入時にどのようなアセス
メントを適用するかも判断の難しい問題であると今後の課題を述べた。続いて、
生活の豊かさと環境負荷の低減を両立する方法はあるのだろうかという会場か
らの質問に対して、田崎氏はベストな方法はないが、たとえば消費者と生産者
が共に機能（サービス）をうまく使いこなせるようになることは、生活の豊か
さを向上しながら環境負荷を低減するひとつの方法であると述べた。
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討議セッション２
　討議セッション２では、追手門学院大学経済学部講師の今堀洋子氏をコメン
テータに迎え、サービサイズを実現するために必要な経済的な動機づけについ
て議論された。
　今堀氏は、日本におけるサービサイズ事業の調査から、サービサイズ事業は
少しずつ増えているが、取り組みやすい事業とそうでない事業との差が大きい
ことがわかってきたと指摘した。また、経済産業省による「グリーン・サービ
サイジングモデル事業」が 2005年度から実施されており、2005年度には 3
件（助成金は最大 130万円/件）、2006年度は 7件（最大 700万円/件）が採
択されたという。サービサイズの導入は、新規事業に対して廃棄物処理コスト
を削減するインセンティブを与える効果がある。その上で、サービサイズを今
後普及させていくためには、企業などが隠れた環境費用を顕在化させること（コ
ストの「見える化」）が必要であるとの見解を示した。
　討議では、モント氏がサービサイズの最終的な目的は、廃棄物になりにくく
長寿命の製品を開発し普及していくことであり、そのためにも EPRの徹底が
重要であることを再度指摘した。プレピュス氏からは、企業はランニングコス
トよりも管理コストを削減する傾向にあるが、同時に消費者に対して所有コス
ト（例：洗濯機に対する洗剤）についての意識を向上させていく努力も必要で
あるとコメントがあった。最後は今堀氏が、サービサイズの導入は新規事業に
対して廃棄物処理コストを削減するインセンティブを与える効果があるという
見解を述べられた。
討議セッション３
　討議セッション３では、弁護士の齋藤雅弘氏をコメンテータに迎え、豊かで
魅力あるサービス取引に必要なルールについて議論された。
　斎藤氏は、サービサイズの話を耳にしたのは（本シンポジウムへの）ご依頼
を頂いた時が初めてだったと前置きされた上で、サービス取引についての詳細
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を述べられた。まず、サービス取引はそもそも環境配慮を背景に議論されたルー
ルではないため、「環境」の視点は全く入っていない。また、サービス取引の
概念と分類は多岐に渡るため、今日でも議論は収斂しておらず、具体的なサー
ビスの中身や着目点に準じて、個別に対処しなければならないため、現在民法
の専門家によってサービス内容の分類（モノの引き渡しが伴うサービス／モノ
を使ったサービス／純粋なサービス）が議論されているという。最後に、今後
の課題として次の４点を指摘された。①サービスの象徴価値が不可視であるた
め、主観的な価値をどう評価すれば良いか。②サービス取引全体をカバーする
法理が必要だが、果たして可能だろうか。③個別のサービス内容に適合するサー
ビス提供の法的枠組みとは。④サービス化によって、消費者の権利が脆弱にな
らないだろうか。
　討議では、プレピュス氏より多種多様なサービスを個別に対処することは難
しいのではないかと質問があった。斎藤氏は、まずはサービス取引ルールの整
備を進め、実際に実施してみないことには何とも言えないと応じ、今後の取組
みに対する意欲が感じられた。
２．解説
　サービサイズ（PSS）は経済と環境が調和した社会の実現に向けたこれから
のシステムである。サービサイズの導入によって、サービス（機能）の販売／
購入という新しいビジネスのあり方が一般に普及すれば、生産者側は積極的に
モノ（製品）の長寿命化や機能拡大に励み、循環型生産システムに対する整備
投資も増えるなど、産業界全体が脱物質化社会に向けて大きく前進するであろ
う。しかし、本シンポジウムで明らかにされたように、サービサイズは概念そ
のものが理論面、実践面ともに未発達である。従って、生産者がサービスを販
売するビジネスにメリットを見出すための経済的インセンティブや法制度、社
会的インフラについては、今後さらに議論が必要である。また、より環境負荷
の少ないモノとサービスを使用することが当たり前の社会というビジョンをど
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のように明示していくのかということも大きな課題であるといえよう。
　モント氏とプレピュス氏が指摘されたように、EPRが徹底されているス
ウェーデンにおいては、生産ライフサイクルで生じる環境影響を低減し、新
たなビジネスチャンスを創出するサービサイズにメリットを感じる企業が特
に IT産業においては増加傾向にある。その一方で、未だ EPRが徹底されて
いない日本においては、EPRの今後の動向に合わせながら議論を進めていく
必要があるのではないだろうか。現状では、廃棄物処理コストの高い企業ほど
EPRの不徹底によってむしろ得をしているケースも少なくないという。この
ような状況では、たとえばサービサイズのメリットのひとつである、企業が自
主的に消費者から製品を回収し環境に配慮した設計を再検討しようとするイン
センティブははたらきにくい。
　以上のように、サービサイズの現状報告のみならず、様々な見地において今
後の課題が浮き彫りになったことは本シンポジウムの大きな収穫である。これ
らの課題を乗り越えた先に経済と環境が調和した希望の社会が実現することを
期待して、報告を終えたい。
（いいじま・じゅん）
（2006年 11月２日受理）
